
Ｒ ２ Ｒ ３ Ｒ ４ Ｒ ５ Ｒ ６ Ｒ ７
％ 7 7 .6 — 7 5 .1 7 5 .4 7 5 .0 1 0 0

Ｒ ２ Ｒ ３ Ｒ ４ Ｒ ５ Ｒ ６ Ｒ ７
％ 9 4 .3 — 9 4 .4 9 5 .4 9 5 .7 1 0 0

施策 ３ 　 自立する 力の育成

【 項目】
将来の夢や目標はある と 回答し た児
童生徒の割合

【 説明】
全国学力・ 学習状況調査　 質問紙調査において、 「 将
来の夢や目標はある 」 と 回答し た児童生徒の割合

単位
現在値

（ Ｒ １ ）
目標値

（ Ｒ ７ ）

【 項目】
人の役に立つ人間になり たいと 思う
児童生徒の割合

【 説明】
全国学力・ 学習状況調査　 質問紙調査において、 「 人
の役に立つ人間になり たいと 思う 」 と 回答し た児童生
徒の割合

実　 　 績　 　 値

担当課評価

【 担当課】
教育指導課

・ 進捗はおおむね順調ですが令和5年度の実績値が令和4年度よ り も 減少し ている た
　 め、 今後の取組には改善が必要です。
・ 社会体験やキャ リ ア教育講演会等を 通じ て、 引き 続き 、 進路指導・ キャ リ ア教育
　 の推進に取り 組んでいき ま す。

指標１

評価理由

【 担当課】

教育指導課

・ 進捗は順調です。
・ 児童生徒が、 社会体験やキャ リ ア教育講演会等を 通じ て、 様々な職業について学
　 ぶと と も に、 人の役に立つこ と の喜びを 感受でき る よ う にし ていき ま す。
・ 引き 続き 、 児童生徒が主体的に目的意識を も っ て進路選択を行う こ と ができ る よ
　 う 、 特別活動（ 進路指導・ キャ リ ア教育含む） 研修会を 通し て教職員の指導力を
　 高めていき ま す。

指標２
実　 　 績　 　 値

単位
現在値

（ Ｒ １ ）
目標値

（ Ｒ ７ ）
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総合評価

Ｂ

学 識 経 験 者
意 見 等

・ 主権者教育については、 現在の取組だけでは足り ないと 感じ ている 。
　 ど こ ま でやる のか、 何ができ る のかと いう 問題はある が、 民主主義社会に生き る
　 者と し て、 政治に係る 教育は必要である と 考えている 。
・ キャ リ アパス ポート に、 夢だけでなく 自分の強み等も 記入でき る 欄を 設けてはど
　 う か。 記入し やすい内容が増える こ と で、 パス ポート がよ り 身近になり 、 ま た、
　 道徳の授業等の他の教育にも 活用し やすく なる のではないか。
・ 義務教育後のこ ど も たちについて、 関心が薄く なっ てし ま う 。
　 教育委員会を 超える 範囲である こ と は承知し ている が、 こ ど も たちの義務教育後
　 の状況にも 関心を 持っ て対応を 考えていただき たい。
・ 環境教育について、 近年Ｓ Ｄ Ｇ ｓ 等、 環境への取組も 変化し てき ている ため、 教
　 職員の研修で好事例を 発表さ せる 等の取組を 実施する こ と で、 今後も エコ チャ レ
　 ン ジス ク ールの活動を 広げていただき たい。

総 合 評 価 に
つ い て

　 全体と し て進捗はおおむね順調であり 、 評価も おおむね良好です。
　 特に、 指標２ の「 人の役に立つ人間になり たいと 思う 児童生徒の割合」 について
は、 高い実績値を 保っ ており 、 児童生徒が人の役に立つこ と の喜びを 感受でき る よ う
にする ための取組が順調に進んでいま す。
　 し かし 、 指標１ の「 将来の夢や目標はある と 回答し た児童生徒の割合」 については
実績値が減少し ま し た。 引き 続き 、 社会体験やキャ リ ア教育、 講演会等を 通じ て、 自
立する 力の育成のための取組を 進めま す。
　 ま た、 施策の柱のう ち、 主権者教育、 環境教育、 消費者教育についても 、 児童生徒
が現代的な社会問題に意欲的に関わっ ていける よ う に、 総合的な学習の時間を 活用す
る など し て教科横断的に取り 組みま す。

施策 ３ 　 自立する 力の育成
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【 施策】 　 ３ 　 自立する 力の育成
【 施策の柱】

関連指標

指標１

現状

課題

関連指標

指標２

現状

課題

細 施 策 ②小学校・ 中学校・ 高等学校の系統的なキャ リ ア教育の充実

施 策 の 内 容

・ 児童生徒が主体的に、 目的意識を 持っ て自分の進路選択ができ る よ う 、 発達段階に応じ た進
　 路指導・ キャ リ ア教育の充実に努めま す。
・ 児童生徒が自分自身のキャ リ ア発達を 継続的に記録し 、 「 キ ャ リ ア・ パス ポート 」 を 作成、
　 蓄積する こ と で、 見通し と 振り 返り を 行う こ と ができ る 機会の充実を 図り ま す。

令和５ 年度の
主 な 実 績

・ 「 キ ャ リ ア・ パス ポート 」 を 作成　 54校（ 市立小中学校全校）
・ 中学卒業後、 進学先の高等学校と 「 キャ リ ア・ パス ポート 」 を 共有し 系統的なキャ リ ア教育
　 を 実施　 22校（ 市立中学校全校）
・ 小・ 中学校教職員を 対象にし た進路指導・ キャ リ ア教育研修会を 1回実施

施 策 の 内 容
・ 川越市中学生社会体験事業を 実施し 、 地域の事業所等での体験活動を 通し て勤労観や職業観
　 を 養う 機会の充実を 図り ま す。

令和５ 年度の
主 な 実 績

・ 社会体験事業を 令和元年度以来、 4年ぶり に再開　 20校実施

現 状 ・ 課 題

・ 生徒は、 社会（ 職場） 体験を する こ と で、 学校ではでき ない経験を 積み、 社会で働く こ と
　 の厳し さ や成し 遂げたと き の喜びを 味わっ ていま し た。 ま た、 勤労観・ 職業観について学
　 ぶこ と ができ ていま す。

・ 事業の実施時期と 生徒の希望にあっ た事業所の確保のために、 各学校の状況について情報共
　 有し ていく 必要があり ま す。

課 題 解 決 の
た め の 取 組

・ 進路・ キャ リ ア教育を 充実する ために、 令和6年度も 社会体験事業を 実施し ま す。

現 状 ・ 課 題

・ 各学校において発達段階に応じ た進路指導・ キャ リ ア教育を 実施し 、 「 キャ リ ア・ パス ポー
　 ト 」 の作成及び蓄積を 行い、 校種間における 系統的な接続を 行う こ と ができ ていま す。

・ 「 キ ャ リ ア・ パス ポート 」 を よ り 活用でき る 方法の研究が必要です。

課 題 解 決 の
た め の 取 組

・ 「 キ ャ リ ア・ パス ポート 」 を 一助と し て、 児童生徒が見通し を も っ て自分の進路選択に向け
　 て、 校種間や学年間での取組の共通理解を 充実さ せる よ う 校長会等で周知を 図り ま す。

担当課

教育指導課

(1 )進路指導・ キャ リ ア教育の充実
担当課

教育指導課
細 施 策 ①地域・ 関係機関と 連携し た社会体験活動の充実
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【 施策】 　 ３ 　 自立する 力の育成
【 施策の柱】

関連指標

指標２

現状

課題

関連指標

－

現状

課題

・ 将来、 社会に関心を 持ち、 よ り よ い社会の在り 方を 主体的に考え判断し 、 社会の中で協調、
　 自立でき る 児童生徒を 育成する ため、 主権者と し ての自覚を 培う 教育の推進を 図り ま す。
・ 児童生徒が社会で起き ている 事柄に興味・ 関心を 持ち、 社会の形成に参画する 基礎を 培う た
　 め、 現実の具体的な事象を 模擬的に取り 上げたり 、 議論を 通し て多面的・ 多角的に考えさ せ
　 たり でき る よ う 、 児童生徒の発達の段階に応じ た取組の充実を 図り ま す。
・ 児童生徒に税の意義や役割を 正し く 理解さ せる ために、 地域や関係機関等と 連携し 、 租税に
　 関する 教育に取り 組んでいき ま す。

令和５ 年度の
主 な 実 績

・ 学習指導要領に示さ れた指導内容に基づき 、 社会科、 技術・ 家庭科、 道徳、 特別活動、 総合
　 的な学習の時間を 中心に各学校で指導　 54校（ 市立小中学校全校）
・ 川越税務署と の連携によ る 租税教室の実施
　 （ 小学校： 32校　 中学校： 17校　 特別支援学校： 1校）

現 状 ・ 課 題

・ 各学校において、 学習指導要領に示さ れた指導内容を 各教科・ 領域で指導する こ と で、 主権
  者教育を 実施し ていま す。 新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症が5類感染症へ移行し たこ と で、 実施
　 校数が大幅に改善し ま し た。

・ 児童生徒に税の意義や役割を 正し く 理解さ せる ために、 地域や関係機関等と 連携し た主権者
  教育の実施を 進める こ と が必要です。 中学校での実施校増を 進めま す。

課 題 解 決 の
た め の 取 組

令和５ 年度の
主 な 実 績

・ 環境教育研修会 1回
・ エコ チャ レ ン ジス ク ール認定校数 56校（ 市立学校全校）

現 状 ・ 課 題

・ 児童生徒が環境問題解決のため主体的に活動でき る よ う 「 市制施行100周年記念事業川越こ ど
　 も 環境宣言2022」 の趣旨を 踏ま えた研修を 実施し ま し た。
・ 包括連携協定を 締結し た武州ガス ・ 東京ガス によ る 学校への出前授業等で、 環境教育を 推進
　 し ていま す。
・ エコ チャ レ ン ジス ク ール認定事業において、 全市立学校を 3グループに分け、 1年目に実施計
　 画を 立案し 実施、 2年目は実施状況を 環境政策課と 訪問し 認定、 3年目は3年間の取組のま と
　 めを 行っ ていま す。
・ エコ チャ レ ン ジス ク ール認定事業において、 優良な取組を 行っ ている 学校の報告を 研修会等
  を 通し て広めていま す。
・ 毎年1年目の該当校に環境教育研修会を 実施し ていま す。

・ 児童生徒が主体と なっ て、 進んでエコ チャ レ ン ジス ク ール認定事業に取り 組める 工夫が必要
　 です。
・ 各校の取組内容が形骸化し てき ていま す。
・ 各校のよ い取組を 共有する こ と が必要です。
・ エコ チャ レ ン ジス ク ール認定事業を き っ かけにし て、 各校の各教科等を 通じ た横断的・ 総合
　 的な環境教育を さ ら に充実さ せていく 必要があり ま す。

課 題 解 決 の
た め の 取 組

・ エコ チャ レ ン ジス ク ール認定事業において、 令和6年度よ り 各グループのGoogl e Cl assr oom
　 を 作成し 、 3年間1サイ ク ルで運用し ま す。
・ Googl e Cl assr oomを 活用し 、 各校の取組を 共有する と と も に、 環境に関する 最新の情報を
　 教育セン タ ーと 環境政策課よ り 各校に提供し ま す。
・ 児童生徒が環境問題解決のため主体的に活動でき る よ う に改訂し たエコ チャ レ ンジス ク ール
　 認定事業の実施要綱及びマニュ アルを 各校に周知し ま す。
・ 包括連携協定を 締結し た武州ガス ・ 東京ガス によ る 学校への出前授業等で、 環境教育を 推進
　 し ま す。
・ エコ チャ レ ン ジス ク ール認定事業に係る 訪問審査において、 教科横断的・ 総合的な環境教育
　 について指導助言を 行いま す。

成 果 実 績

細 施 策 ②環境教育の推進

施 策 の 内 容

・ 未来の環境の保全・ 創造を 担う 児童生徒を 育成する ため、 発達段階に応じ て関係機関や地域
　 と 連携し た体験活動の充実を 図る こ と で環境教育を 推進し ま す。
・ 環境マネジメ ン ト シス テム の考え方を 取り 入れ、 環境にやさ し い学校づく り に全員で創意工
　 夫し ながら 取り 組む川越市エコ チャ レ ン ジス ク ール認定制度を 推進し ま す。

エコ チャ レ ンジス ク ール認定
校数（ 校）

56 56 56

担当課

教育セン タ ー

項目名（ 単位） 令和3年度 令和4年度 令和5年度

・ 市内の優れた指導事例等を 共有する こ と で、 効果的な指導実践を 広めていき ま す。
・ 関係機関等と 連携し ながら 主権者教育及び租税に関する 教育の啓発を 進めま す。

細 施 策 ①主権者教育の推進

施 策 の 内 容

(2 )主体的に社会の形成に参画する 力の育成
担当課

教育指導課
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【 施策】 　 ３ 　 自立する 力の育成
【 施策の柱】

関連指標

指標２

現状

課題

課 題 解 決 の
た め の 取 組

・ 消費者被害が低年齢化し ている こ と から 、 児童生徒が、 自立し た消費者と し て適切な対応を
　 取る こ と ができ る よ う 、 発達段階に応じ た消費者教育の充実を 図り ま す。
・ 川越税務署や民間企業等、 関係機関と 連携し ながら 主権者教育及び租税に関する 教育の啓
　 発を 進めま す。

令和５ 年度の
主 な 実 績

・ 消費者教育に関連する 教育活動
　 小学校： 3～5年生の社会科、 5、 6年生の家庭科、 道徳　 32校（ 市立小学校全校）
　 中学校： 社会科（ 公民的分野） 、 技術・ 家庭科（ 家庭分野） 、 道徳 22校（ 市立中学校全校）
・ 川越税務署と の連携によ る 租税教室の実施
　 （ 小学校： 32校　 中学校： 17校　 特別支援学校： 1校）

現 状 ・ 課 題

・ 学習指導要領に基づいて、 主に社会科、 家庭科等の教科において、 将来、 自立し た消費者と
　 し て安心安全な消費生活を 営める 児童生徒の育成に努めていま す。 市立小学校の租税教室開
　 催希望は100％と なっ ていま す。

・ 学習指導要領に基づき 、 自立し た消費者と し て、 児童生徒の身近な消費生活における 課題を
　 解決する 力を 養っ ていく こ と が必要です。
・ 租税に関する 教育を 、 地域や関係機関等と 連携し 進めていき ま す。

担当課

教育指導課

(2 )主体的に社会の形成に参画する 力の育成

細 施 策 ③消費者教育の推進

施 策 の 内 容
・ 消費生活に関する 知識を 習得し 、 将来、 適切な意思決定や消費行動ができ る 自立し た消費者
　 と し て、 安心し て安全な消費生活を 営める よ う 、 発達段階に応じ 、 教科や特別活動等あら ゆ
　 る 学校活動を 通し て消費者教育の推進を 図り ま す。
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